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防災管理規程
制定 平成24年9月24日 

沿革 平成25年3月28日一部改正 

（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人兵庫県水質保全センター(以下「センター」という。) 

における防災管理業務について消防法その他関係法令に準拠して、必要な事項を定

め、大規模災害等における被害を最小限に抑え、役職員等の安全確保等を図ること

を目的とする。 

（定義等） 

第２条 役職員等とは、センター事務所で勤務する職員、来所する役員並びに訪問者

を対象とする。 

２ 大規模災害等とは、災害対策基本法における災害の定義のうち、震度６弱以上の

地震や被害の大きな津波、豪雨、洪水若しくは火災によって生じる被害とする。 

（防災組織） 

第３条 会長は、大規模災害等に備え、建屋等の耐震補強に努めるとともに、通常業

務における組織とは別に、非常事態のもとで職員が災害時の初期対応を迅速に行動

するための防災組織を立ち上げるものとする。なお、大規模災害の対策に係る費用

については、理事会の承認を得るものとする。 

２ 防災組織の概略は、別添のとおりとする。 

（応援協定） 

第４条 会長は、大規模な災害により浄化槽に被害が発生した場合に備えマニュアル

の策定に努めるものとする。また、浄化槽の被災状況の確認や初動対応が円滑に対

処できるよう兵庫県及び市町とあらかじめ応援協定の締結に努めるものとする。 

（事務局長の責務） 

第５条 事務局長は、防災管理の統括責任者となり次に掲げる業務を行う。 

(1) 職員等の安全確保に関すること。 
(2) 被害の実態把握に関すること。 

(3) 災害対策本部の設置要請に関すること。 

(4) 防災管理者の任命に関すること。 

(5) その他必要な事項 

２ 事務局長は、職員に応急手当普及員の資格を取得させるよう努めるものとする。

（防災管理者の責務） 

第６条 防災管理者は、統括責任者を補佐し、次に掲げる業務を行う。 

 (1) 役職員等の安否確認に関すること。 

 (2) 建屋等の耐震補強に関すること。 

(3) 建物・設備等の被害の確認に関すること。 

(4) 防災訓練、防災教育の実施に関すること。 

(5) 防災責任者の任命に関すること。 

(6) その他サーバー等の管理に関すること。 

２ 防災管理者は、消防法に規定する法定点検を実施し消防設備の機能維持に努めな

ければならない。また消防設備に、不備・欠陥があった場合には、統括責任者の承

認を得て速やかに改修を図るものとする。 

（防災責任者の責務） 

第７条  防災責任者は、日常の火元責任者となり、災害時等には次に掲げる業務を行

うものとする。 

(1) 指定避難場所への誘導に関すること。 

(2) 重要書類並びに非常用装備品の管理に関すること。 
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(3) 電気設備及び消火設備等の管理に関すること。 

(4) 劇物の管理に関すること。 

(5) 救命救急用具の確保に関すること。 

(6) その他ロッカー等の転倒防止策に関すること。 

２ 防災責任者は、あらかじめ各課の応急救護、初期消火及び避難誘導等の主担当者

を指名し、役割分担を決めること。また、建物の定期点検と補強及び補修工事の必

要項目を洗い出し、防災管理者へ報告すること。 

３ 防災責任者が消火設備等の自主点検を実施した場合は、防災管理者に報告するも

のとする。 

（職員の遵守事項） 

第８条 職員は、防災管理者等の指示に従い、災害予防及び災害時の避難確保のため

に次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。 

(1) 消火器や避難具等の扱い方は、平素から十分に熟知しておくこと。 

(2) 火災防止のため、可燃物を室内、屋外にみだりに放置しないこと。 

(3) 事務所の避難通路、非常口に通行を妨げる物は置かないこと。 

(4) 勤務中の喫煙は、所定の場所以外では行わないこと。 

(5) ゴミ等の焼却は、行わないこと。 

（防災訓練等） 

第９条 防災管理者は、職員に対し防災意識の啓発に努め次に掲げる訓練及び教育を

行わなければならない。 

(1) 消火・通報・避難訓練等の実施 年1回 

(2) 消防署等が実施する研修会等への職員参加 随時 

（改正） 

第10条 この規程の改正は、理事会の承認を得なければならない。 

（補則） 

第11条 この規程の運用に関して必要な事項は、会長が別に定める。 

附 則 

この規則は、平成 24年９月 24日から実施する。 
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センター会長

最高責任者

事務局長

統括責任者

事務局次長又は総務課長

防災管理者

別添 防災組織

防災(火元)責任者

(総務課) (浄化槽検査課) （環境水質課）
会長室、会議室、休憩室、

南応接室、専務理事室 

2階事務室・更衣室・

湯沸室、北応接室

1階分析室・更衣室・

湯沸室

副課長又は係長 副課長又は係長 副課長又は係長 

初期消火担当 避難誘導等担当応急救護担当

各課
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防災管理規程運用細則
制定 平成24年11月２日 

沿革 平成25年２月21日 令和４年11月９日一部改正 

（目的) 

第１条 この細則は、一般社団法人兵庫県水質保全センター（以下「センター」とい

う。）の防災管理規程並びに大規模災害対応マニュアルの運用に関して必要な事項

を定めることを目的とする。 

（緊急連絡網） 

第２条 事務局長は、災害対策本部の運営に係る情報連絡網作成のため、別に定める

モデル（別添１）を参考に緊急連絡網を作成するものとする。 

（情報収集) 

第３条 事務局長は、大規模災害等が発生した場合には、防災情報関係機関等（別添

２）に確認し、直ちに会長に報告するものとする。 

（避難場所への誘導） 

第４条 避難誘導者は、津波警報が発令された場合には、事務局長の指示で、速やか

に神戸市が指定した指定避難場所（別添３）へ誘導すること。 

（災害対策本部） 

第５条 災害対策本部の設置時期及び役割については、別添４のとおりとする。 

（耐震補強） 

第６条 会長は、建物等の耐震補強を実施する場合には、正副常務会において承認を

得なければならない。 

（応援協定) 

第７条 兵庫県及び市町からの浄化槽被害調査等に関する要請に応えるため、別に定

める（別添５）モデルを参考に締結に努めるものとする。 

（会員の登録） 

第８条 センターは、前条の要請に備えるため、浄化槽工事業者並びに浄化槽保守点

検業者、浄化槽清掃業者に支援可能な会員を募り（別添６）、登録しておかなけれ
ばならない。 

（緊急通行車両の申請） 

第９条 会長は、浄化槽被害等の緊急調査に備え、センター及び前条に規定する登録

会員の緊急車両の事前届出等を行うものとする。 

（記録票） 

第10条 防災管理規程第７条に規定する消火設備等自主点検記録票は、別に定める

（別添７）とおりとする。 

（改正） 

第 11 条 この細則の改正は、正副常務会において承認を得なければならない。 

  附 則 

 この細則は、平成 24 年 11 月２日から施行する。 

  附 則 

この細則は、平成 25 年３月 28日から施行する。 

附 則 

この細則は、令和４年 11 月９日から施行する。 
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（別添１） 緊急連絡網

１ 緊急連絡網(役職員の安否確認・緊急動員):責任者の氏名を記載したものを事務所に掲示。

２ 注意事項 

この緊急連絡網は、災害対策本部からの情報伝達用連絡網としても使用される。また、防災

訓練等の反省点を、災害対策本部の運営に反映すること。 

(1)各課の責任者は、大規模災害等が発生した時、速やかに指定された次の職員へ連絡すること。

(2)長電話はさけて、連絡は簡潔に行うこと。 

(3)職員と連絡がとれないときは、その職員をとばして次の職員へ連絡すること。 

(4)電話・メールで連絡のとれない職員については、最寄りに住む職員等が直接訪問すること。

(5)被災により怪我をした職員に対し応急手当普及員による必要なサポートをすること。 

事務局次長 
TEL 

携帯 

 副会長 
TEL  

携帯  

災 

 害 

  対 

  策 

  本 

 部 

 会長 
TEL  

携帯 

筆頭副会長 
TEL  

携帯  

 常務理事 (事務局長 )
TEL  

携帯 

 相談役 
TEL  

携帯  

課  員

 副会長 
TEL  

携帯  

 副会長 
TEL  

携帯   

 浄化槽検査課課長 
TEL  

携帯  

浄化槽検査課副課長・係長
TEL  

携帯  

総務副課長・係長 
TEL  

携帯   

課  員 

 総務課長 
TEL  

携帯   

 環境水質課課長 
TEL  

携帯  

環境水質課副課長・係長 
TEL  

携帯 

課  員 

総務部長 
TEL  

携帯   

 業務部長 
TEL  

携帯  

 参与 
TEL  

携帯  
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（別添２）

防災情報関係機関一覧表

情  報 機関 入手先名（機関名） 電話番号 

行政情報 

消防 
）代(９１１０－１４２署防消央中戸神

神戸水上消防署 ３０２－０１１９(代) 

警察 
兵庫県警本部災害対策課 ３４１－７４４１(内線 5881)

神戸水上警察署 ３０６－０１１０(代) 

県 

兵庫県環境整備課 ３６２－３２７９ 

兵庫県災害対策課 ３６２－９９８８ 

兵庫県広域防災センター ０７９４－８７－２９２０ 

市 神戸市役所危機管理室(市民問合せ用) ３２２－５０００ 

交通情報 

道路 

神戸運輸管理部兵庫陸運部(総務企画部) ４５３－１１０６ 

西日本高速道路株式会社 
０６－６３４４―４０００ 
０１２０－９２４－８６３ 

兵庫県道路公社 ２３２－９６３３ 

鉄道 

ＪＲ西日本お客様センター ３８２－８６８６ 

阪神神戸三宮駅 ２２１－１２５４ 

阪急電鉄交通ご案内センター ０６－６１３３－３４７３ 

神戸新交通株式会社（ポートライナー） 
２５１－２１１５（料金等）
３０２－２５００（その他）

神戸市交通局 ３２２－５９２４ 

ライフライン 

１４０８－７７７－００８０所業営戸神力電西関気電

ガス 
大阪ガス㈱導管事業部 
（㈱きんぱい ガス機器・ガス配管） 

０６－６６５６－３９１１ 

水道 神戸市水道局(中央区・兵庫区） ３４１－５４５１ 

電話 ＮＴＴ西日本兵庫支店 ３６２－０３５４ 

気象情報 気象 
神戸海洋気象台［天気相談］ 
     （気象予警報 177） 

２２２－８９１５ 

神戸市緊急避
難場所 

避難 
神戸国際展示場 
ポートアイランドスポーツセンター 
ワールド記念ホール 

３０２－１０２０ 
３０２－１０３１ 
３０２－８７８１ 

【国土交通省】防災情報提供センター[ホームページ] 
https://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/ 
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１ 神戸市が指定した避難場所(抜粋)： 

 ①神戸国際展示場（神戸市港島中町 6-11-1） 

 ②ポートアイランドスポーツセンター（神戸市港島中町 6-12-1）

③ワールド記念ホール（神戸市港島中町 6-12-2）

（別添３）地震・風水害発生時の緊急避難場所

緊急避難場所③

緊急避難場所②

緊急避難場所①
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（別添４）災害対策本部の役割

１ 組織名称 名称例 災害対策本部

２ 設置時期  震度６弱以上の地震、被害の大きな津波、豪雨、洪水等の発生時

 （会長の指示、又は会長に連絡が付かない場合には、職制最上位の

者が判断する。）

３ 設置場所 (一社)兵庫県水質保全センター事務所

神戸市中央区港島南町３丁目３番８

        ※ 事務所が被害により使用できない場合のため、事前に仮事務所

を決定しておく

 留意事項 

（１）災害対策本部長は、副本部長の出社不能を考慮しそれぞれ代行者を指名しておく。 

（２）事務所総括責任者は、対策本部業務を的確に実行できる各課要員を指名するとともに、出

社不能を考慮しそれぞれ主要なバックアップ要員を確保しておく。 

また、対策本部の設置および初期の情報収集等を行う要員を会社近辺に在住する職員の中

から指名しておく。 

（３）各課の責任者は、緊急招集を行うために災害対策本部要員の名簿・連絡先電話・メールア

ドレスをリスト化しておく。

区  分 災害対策本部の役割 

災害対策本部長  災害対策本部の総括的指揮 

副本部長   災害対策本部長の補佐、災害対策本部長不在時の代行 

災害対策会議 

 災害対策本部の設置・運営 

 災害対策本部の代替地運営（事務所使用不可の場合） 

・ 地震対策上の重要事項の決定 

 勤務体制の決定 

 災害対策資金の検討（復旧資金等含む） 

・ 被災した浄化槽の対応（大規模災害対応マニュアル適用） 

 復旧計画の作成 

統括責任者 

 災害対策本部要員の招集 

・ 災害対策本部からの指示伝達 

 災害対策資金の調達 

・ 職員の帰宅・残留命令 

次長又は総務課長 

・ 緊急通行車両の申請 

・ 役所・報道等の折衝 

 関係機関、関係団体との連絡・調整 

・ 復旧にかかる費用負担の対応 

浄化槽検査課長 

・ 浄化槽使用者等からの問合せ対応 

 復旧要員の確保 

・ 職員及び会員の安否確認と結果の集計 

 職員帰宅困難者、徒歩帰宅者支援対応 

 不明職員の捜索 

 事業所の業務継続に関わる職員への指示 

環境水質課課長 

 鉄道、道路、ライフライン等の被害情報収集 

 通信・情報システムの被害状況確認および復旧への対応 

 被災職員支援対応 

・ 救急用具の確保 

 事務所等の被害の後片付け指示 
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（別添 ５）

災害時における浄化槽等の復旧活動等に関する応援協定書（改訂版）

（趣旨） 

第１条 この協定は、○○町（以下「甲」という。）と一般社団法人兵庫県水質保全

センター（以下「乙」という。）との間で、○○町で発生した大規模災害時におけ

る浄化槽等の復旧活動等について必要な事項を定めるものとする。 

（定義） 

第２条 この協定において「大規模災害」とは、災害対策基本法（昭和 36 年法律第

223 号）第２条第１号に規定する災害のうち、震度 6 弱以上の地震又は被害の大き

な津波、豪雨若しくは洪水等によって生じる被害をいう。 

（応援要請） 

第３条 甲は、大規模災害により、浄化槽等の復旧活動等について必要があると認め

るときは、乙に対し応援要請を行うものとする。 

（応援要請の手続） 

第４条 前条に規定する甲の応援要請は、原則として応援要請書（様式第 1号）を乙

に提出することにより行うものとする。ただし、緊急を要する場合には、応援要請

を口頭又は電話等により行い、その後速やかに応援要請書を乙に送付することによ

り行うものとする。 

（応援業務の実施） 

第５条 乙は、第 3条に規定する甲の応援要請があったときは、災害対策本部を設置

し、乙の役員及び職員並びに必要に応じて会員を招集し、次に掲げる応援業務（以

下「応援業務」という。）を行うものとする。 

 (1) 被災地域における浄化槽等の被害状況等に関する情報の収集及び実態調査 

 (2) 被災地における浄化槽等に関する住民相談への対応 

 (3) 甲が保有する浄化槽等の応急復旧作業 

 （経費負担） 

第６条 応援業務に要する経費は、前条第 1号及び第 2号に掲げる事項に係るものに

あっては乙が、同条第 3号に掲げる事項に係るものにあっては甲が負担するものと

する。 

2 前項の規定により甲が負担する経費の額については、甲と乙とが協議の上、決定

するものとする。 

 （相互の協議） 

第７条 甲と乙は、応援業務の内容、方法等について、必要に応じ相互に協議し、確

認するものとする。 

 （応援のための通行） 

第８条 甲は、第 3条の規定により応援要請を行ったときは、乙が応援業務を円滑に

実施することができるよう、災害対策基本法に基づく緊急通行車両の通行を確保す

るための必要な措置の実施に努めるものとする。 

 （実施報告） 

第９条 乙は、応援業務を終了したときは、速やかに、甲に対し、災害時における浄

化槽等の復旧活動等業務実施報告書（様式第 2号）及び調査結果等集計表（様式第

３号）により報告するものとする。 

 （損害賠償等） 

第 10 条 乙は、応援業務の実施の際においては、応援業務に従事する乙の職員及び
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会員にあっては労働者災害補償保険法(昭和 22年法律第 50号)に基づく労災保険に

加入した者を充てるものとし、これらの者が事故等の災害で死亡し、若しくは負傷

した場合又は後遺障害が残った場合にあっては同法その他の法令に基づく損害賠

償を行うものとする。 

 （災害対策関係会議等への出席） 

第 11 条 甲は、必要があると認めるときは、乙に対し、甲の主催する災害対策関係

会議等に出席を求めることができる。 

 （連絡窓口） 

第 12 条 この協定に伴う事務は、甲にあっては、○○町△△部□□課、乙にあって

は一般社団法人兵庫県水質保全センター事務局を窓口として行うものとする。 

2 甲の組織に変更が生じたときにおける前項に規定する甲の窓口は、変更後の浄化

槽等を所管する組織を充てるものとする。 

 （協定の適用） 

第 13 条 この協定は、締結の日からその効力を生ずるものとし、甲又は乙から書面

による終了の意思表示がない限り、その効力を継続する。 

 （補則） 

第 14 条 この協定の実施に関し必要な事項又はこの協定に定めのない事項について

は、その都度甲と乙とが協議の上定めるものとする。 

 この協定の成立を証するため、本書２通を作成し、甲と乙とが記名押印の上、各自

１通を保有する。 

     年 月 日 

甲 兵庫県××郡○○町 

○○町長 □□ □□ 

乙  神戸市中央区港島南町 3丁目 3番 8 

一般社団法人  兵庫県水質保全センター 

会長  
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様式第 1号（第 4条関係） 

   年  月  日 

応 援 要 請 書 

災害時における浄化槽等の復旧活動等に関する応援協定書第３条の規定に基づき、

下記のとおり応援を要請いたします。 

一般社団法人 兵庫県水質保全センター 

会長                  様 

○○町長

記 

１ 責任者の所属及び氏名  

２ 応援要請の内容 

３ 応援を必要とする期間 

年   月   日  から 

      年   月   日  まで 

４ その他要望する事項 
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様式第２号（第９条関係） 

   年  月  日 

災害時における浄化槽等の復旧活動等業務実施報告書 

○○町長         様 

一般社団法人 兵庫県水質保全センター 

                    会長                  

災害時における浄化槽等の復旧活動等に関する応援協定書第９条の規定により、下

記のとおり報告します。 

記 

情報収集及び実態調査地域名 

調査等実施者名 

調査結果等報告 別添調査結果等集計表（様式第 3号）のとおり 

実施期間 年   月   日 から     年   月   日 まで 

その他参考となる事項 

機関連絡先 

住所：〒      

電話：            ＦＡＸ： 

メール： 
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様式第３号（第 9条関係） 

調査結果等集計表 

調査区域※  

調査日時 

調査員氏名  

調査員連絡先  

被害の要因 □地震  □津波  □豪雨  □洪水  □その他災害 

調査件数               件 

建屋の被害件数 被害なし   件；被害あり   件；不明     件 

居住の有無 居住     件；避難     件；不明     件 

浄化槽の被害状況 使用可    件；暫定使用可   件；使用不可   件

使用不可浄化槽の損傷程度 全壊   件；補修可能   件；不明   件 

仮設トイレ必要件数 

（調査時点） 

          件 

調査区域における要望等 

その他緊急に必要とされること。 

※調査地域が離れる場合は、区域ごとに作成すること。 
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災害時の応援協定の締結状況について

応援協定締結一覧 (令和４年 11月１日現在) 19 市 10 町

年 度 締 結 日 締 結 先

平成 25年度 平成 26年３月 20日 神 戸 市

平成 26年度 
平成 26年８月 1日 洲 本 市

平成 27年２月４日 淡 路 市

平成 27年度 

平成 27年５月１日 宝 塚 市

平成 27年６月 15日 丹 波 篠 山 市

平成 27年 11月２日 姫 路 市

平成 28年３月 25日 香 美 町

平成 28年３月 28日 三 田 市

平成 28年度 

平成 28年４月１日 豊 岡 市

平成 28年９月 20日 尼 崎 市

平成 29年２月１日 佐 用 町

平成 29年３月１日 市 川 町

平成 29年３月１日 南 あ わ じ 市

平成 29年度 
平成 29年８月 15日 加 古 川 市

平成 30年３月 30日 丹 波 市

平成 30年度 
平成 30年８月１日 新 温 泉 町

平成 31年３月 28日 西 宮 市

令和元年度 

令和元年８月６日 上 郡 町

令和元年８月 20日 福 崎 町

令和元年８月 29日 た つ の 市

令和元年９月 17日 多 可 町

令和元年 10月１日 朝 来 市

令和元年 10月１日 加 東 市

令和元年 10 月 17日 高 砂 市

令和元年 11 月 22日 神 河 町

令和元年 12 月 26日 西 脇 市

令和２年２月５日 播 磨 町

令和２年３月 10日 伊 丹 市

令和２年度 令和２年４月１日 稲 美 町
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災害時の応援協定の締結状況について

応援協定締結一覧 (令和４年 11月１日現在) 19 市 10 町

年 度 締 結 日 締 結 先

平成 25年度 平成 26年３月 20日 神 戸 市

平成 26年度 
平成 26年８月 1日 洲 本 市

平成 27年２月４日 淡 路 市

平成 27年度 

平成 27年５月１日 宝 塚 市

平成 27年６月 15日 丹 波 篠 山 市

平成 27年 11月２日 姫 路 市

平成 28年３月 25日 香 美 町

平成 28年３月 28日 三 田 市

平成 28年度 

平成 28年４月１日 豊 岡 市

平成 28年９月 20日 尼 崎 市

平成 29年２月１日 佐 用 町

平成 29年３月１日 市 川 町

平成 29年３月１日 南 あ わ じ 市

平成 29年度 
平成 29年８月 15日 加 古 川 市

平成 30年３月 30日 丹 波 市

平成 30年度 
平成 30年８月１日 新 温 泉 町

平成 31年３月 28日 西 宮 市

令和元年度 

令和元年８月６日 上 郡 町

令和元年８月 20日 福 崎 町

令和元年８月 29日 た つ の 市

令和元年９月 17日 多 可 町

令和元年 10月１日 朝 来 市

令和元年 10月１日 加 東 市

令和元年 10 月 17日 高 砂 市

令和元年 11 月 22日 神 河 町

令和元年 12 月 26日 西 脇 市

令和２年２月５日 播 磨 町

令和２年３月 10日 伊 丹 市

令和２年度 令和２年４月１日 稲 美 町
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（別添６） 

  年  月  日 

一般社団法人兵庫県水質保全センター会長  様 

             会員社名                     

             代表者名                   

             所 在 地                     

             電話番号      （     ）        

ＦＡＸ番号      （     ）        

災害時における浄化槽被害調査に係る支援会員の登録申請書

当社は、支援会員として登録し、地震、風水害などの災害時において、センターか

ら応援要請があれば、当社が保有する下記の浄化槽被害調査に係る保守点検車両等に

より可能な限り要請に応じます。 

記 

〔支援可能な車両〕

申 請 車 種 台 数

保守点検車両

＜注＞ 兵庫県警に支援可能な車両ごとに緊急通行車両の事前届出を行うため、車検証の写

しが必要となります。なお、届出後に廃車された場合には、県警から交付される事前

届出済証は無効となります。 

一般社団法人 兵庫県水質保全センター

ＦＡＸ送信先 ：０７８－３０６－６０３８
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（別添７） 

消火設備等自主点検記録票

※ 点検結果には、良→○、不良→×、即日改修→○と記載する。 

事務局長 防災管理者 副課長 係長 担当 点検年月日 

  年  月  日

火元責 

任者印 

項  目 点検内容 
点 検

結 果

消火器 

。かるあてい置に所るせ出り取に易容

「消火器」の場所が確認できるか。 

安全栓（黄色のピン）が脱落していないか。 

火気管理 

。かいないてし用使で所場るなと害障の上難避

火気の周囲に燃えやすいものが放置されていないか。 

燃焼器具は、故障・破損したものを使用していないか。 

使用後は、ガスの元栓を閉鎖しているか。 

容易に転倒しないよう安定した状態で器具を使用しているか。  

燃焼器具が目的以外で使用されていないか。 

喫煙管理 

喫煙場所及び禁煙場所を定め、それらが守られているか。  

喫煙場所には灰皿があり、常に清掃されているか。 

吸殻の後始末は適正に行われているか。 

放火防止 
。かいないてし置放をのもいすやえ燃に囲周物建

定期的に巡回、監視を行い建物内外の清掃・整備を行っているか。  

地震対策 
火気使用設備等の本体、燃料容器は転倒防止措置がしてあるか。  

火気使用設備等に周囲から転倒・落下する恐れのある物はないか。  

避難施設の管理 

避難口、階段、通路等には避難の障害となるものを置いていないか。  

防火戸・シャッターの周囲には閉鎖障害となる物を置いてないか。  

避難口の戸は、内部から容易に開放できるか。 
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（別添７） 

消火設備等自主点検記録票

※ 点検結果には、良→○、不良→×、即日改修→○と記載する。 

事務局長 防災管理者 副課長 係長 担当 点検年月日 

  年  月  日

火元責 

任者印 

項  目 点検内容 
点 検

結 果

消火器 

。かるあてい置に所るせ出り取に易容

「消火器」の場所が確認できるか。 

安全栓（黄色のピン）が脱落していないか。 

火気管理 

。かいないてし用使で所場るなと害障の上難避

火気の周囲に燃えやすいものが放置されていないか。 

燃焼器具は、故障・破損したものを使用していないか。 

使用後は、ガスの元栓を閉鎖しているか。 

容易に転倒しないよう安定した状態で器具を使用しているか。  

燃焼器具が目的以外で使用されていないか。 

喫煙管理 

喫煙場所及び禁煙場所を定め、それらが守られているか。  

喫煙場所には灰皿があり、常に清掃されているか。 

吸殻の後始末は適正に行われているか。 

放火防止 
。かいないてし置放をのもいすやえ燃に囲周物建

定期的に巡回、監視を行い建物内外の清掃・整備を行っているか。  

地震対策 
火気使用設備等の本体、燃料容器は転倒防止措置がしてあるか。  

火気使用設備等に周囲から転倒・落下する恐れのある物はないか。  

避難施設の管理 

避難口、階段、通路等には避難の障害となるものを置いていないか。  

防火戸・シャッターの周囲には閉鎖障害となる物を置いてないか。  

避難口の戸は、内部から容易に開放できるか。 
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防災対策検討ワーキンググループ設置運営規程

制定 令和３年９月３日 
（目的） 

第１条 この規程は、一般社団法人兵庫県水質保全センター（以下「センター」という。）
における火災及び震災等の災害から、センター役職員並びに来所するすべての者の人
命の安全を確保するため「防災対策検討ワーキンググループ」（以下、「ＷＧ」という。）
を設置し、必要な事項を定めることを目的とする。 
（任務） 

第２条 ＷＧは、センター会長から付託された次の案件について審議し、意見をまとめ、
会長に報告するものとする。 
一 防災管理規程に関すること。 
二 震災時の対応マニュアルに関すること。 
三 その他 

（ＷＧの構成） 
第３条 ＷＧは、センター会長から指名された浄化槽業界代表者及び災害に関する有識
者等からなる者で構成する。 

２ ＷＧには、委員長及び副委員長を置き、センター会長が指名する。 
３ 委員長は、ＷＧを代表し会務を運営する。 
４ 委員長にやむを得ない事由があるときは、副委員長がこれを代行する。 
（ＷＧの招集） 

第４条 ＷＧは、委員長が招集する。 
２ 委員長は、ＷＧの委員を招集しようとするときは、あらかじめ日時、場所及び議題
を委員に通知しなければならない。 

３ ＷＧは、委員の過半数が出席しなければ、これを開会することができない。 
（事務局） 

第５条 このＷＧの事務は、センター総務部総務課が行う。 
（旅費等） 

第６条 ＷＧに出席した委員への旅費については、センターにおいて負担する。 
（雑則） 

第７条 この規程に定めるもののほか、ＷＧの運営に関し必要な事項は、委員長が委員
に諮って定める。 

附 則 
この規程は、令和３年９月３日より施行する。 

防災対策検討ＷＧ委員名簿 
（順不同・敬称略） 

委員長    一般社団法人兵庫県水質保全センター会長             田中 一良 
委 員    一般社団法人兵庫県水質保全センター相談役            九坪 登志彦 
委 員    一般社団法人兵庫県水質保全センター副会長            橋本 良之 
委 員    一般社団法人兵庫県水質保全センター副会長            上田  豊 
委 員    一般社団法人兵庫県水質保全センター常務理事          清水 伸一郎 
委 員    一般社団法人兵庫県水質保全センター参与              城戸 正輝 
ｵﾌﾞｻﾞｰﾊﾞｰ  兵庫県農政環境部環境管理局環境整備課副課長  吉田 光方子 
（審議・報告） 

令和３年９月３日  防災対策検討ワーキンググループ設置 
令和４年１月14日  令和３年度第１回防災対策検討ワーキンググループ 
令和４年２月24日  令和３年度第２回防災対策検討ワーキンググループ 
令和４年６月21日  令和４年度第１回防災対策検討ワーキンググループ 
令和４年８月30日  令和４年度第２回防災対策検討ワーキンググループ

（審議・報告）

年　月　日 ワーキンググループ・役員会・委員会

	令和３年	９月	３日 防災対策検討ワーキンググループ設置

	令和４年	１月	14 日 令和３年度第１回防災対策ワーキンググループ

	令和４年	２月	24 日 令和３年度第２回防災対策ワーキンググループ

－ 67 －



	令和４年	６月	21 日 令和４年度第１回防災対策ワーキンググループ

	令和４年	７月	19 日 令和４年度第４回正副常務会

	令和４年	８月	30 日 令和４年度第２回防災対策ワーキンググループ

	令和４年	９月	９日 令和４年度第３回法定検査制度管理特別委員会

	令和４年	９月	21 日 令和４年度第１回業界役員会

	令和４年	10 月	６日 令和４年度第１回環境水質検査委員会
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